
動画研修 

 

令和５年度 階層別選択研修（共同）「データ利活用入門～データの力を業務の 

味方に！～」実施要領 

 

１ 目 的  地方自治体の課題解決のために必要なデータ利活用の意義や必要性を知るとともに、保有し

ているデータを有効に活用し、行政サービスの向上や政策の立案に役立てるための知識を習得

する。また、事例等を通じて課題解決に向けたデータの横断的な活用方法や分析方法について

の理解を深める。 

 

２ 対 象  【県】次のいずれかに該当する職員 

       ・令和2年4月1日以前に採用された主事・技師・主任級の職員 

・令和4年4月1日以前に採用された主事・技師・主任級の職員で、 

令和5年4月1日現在25歳以上の職員 

       【市町村】主任級以下の職員 

 

３ 予定人員 県１００人・市町村５０人 

 

４ 日 程  各所属・各団体で指定する期間 

受講報告の提出を期限内に行えるように、日程を調整し、研修を受講してください。 

 

５ 手 法  eラーニングシステム「e-Lab」（イーラボ）による動画研修 

       動画視聴の詳細については、「動画視聴について」を確認してください。 

 

６ 配信時期 １０月２日（月）から１１月６日（月）まで 

 

７ カリキュラム及び講師 

カリキュラム 講 師 時 間 テキスト 

講義編 一般社団法人 リンクデータ 代表理事 

下山 紗代子 氏 

１時間５５分 〇 

実践編 ２時間２５分 〇 

 ※テキストはイーラボの動画（講義編）の視聴ページからダウンロードしてください。 

 

８ 会 場  各所属ほか 

 

９ 準備品  筆記用具、インターネットに接続できるパソコン等の端末、テキスト等研修資料、実施要領、

シラバス（研修案内）、「動画視聴について」 

 

10 受講後  （１）県の研修受講者：①電子申請フォーム（URL: https://logoform.jp/form/vqMu/312532） 

により受講報告（アンケート）を入力し、②研修効果確認レポートを県職員担当土居 

宛電子メールで提出してください。これらの提出をもって修了認定を行います。 

（２）市町村の受講者：電子申請フォーム（URL：https://logoform.jp/form/vqMu/312532） 

により受講報告（アンケート）を入力して提出してください。 

（３）【提出期限】１１月９日（木） 

 

11 その他 

（１）県の研修受講者には研修効果確認レポート（Ａ４判１枚程度）を後日提出いただきます。 

（２）講義動画及びテキストは本研修のみに限り使用し、録画、撮影、スクリーンショット、引用、転

用、転載、第三者への共有等はしないでください。 

https://logoform.jp/form/vqMu/312532
https://logoform.jp/form/vqMu/312532


（３）業務等の都合によりやむを得ず欠席する場合は、以下のとおり対応してください。 

【県職員用】所属長確認の上、欠席届を電子申請フォーム

(https://logoform.jp/form/vqMu/187195)により提出してください。 

   【市町村職員】御自身の所属団体の研修担当課へ申し出をしてください。 

（４）本研修についてのお問合せは、当広域連合までお願いします。 

 

 

 

 
担当：人材開発グループ 県職員担当   土居【E-mail】n.doi@hitozukuri.or.jp 

人材開発グループ 市町村職員担当 川本【E-mail】kawamoto@hitozukuri.or.jp 
【電 話】048-664-6681（県職員担当） 048-664-6684（市町村職員担当）   
【ＦＡＸ】048-664-6667（共通） 

https://logoform.jp/form/vqMu/187195


 

 

階層別選択研修（共同） 

研修名 

中級【法律・経済分野】 おすすめポイント 

データ利活用入門 

～データの力を業務の味方に！～ 

「データには合意形成を進める力がある」など、行政

にデータ利活用が必要な理由をわかりやすく学ぶとと

もに、サンプルデータを用いて実際に操作しながら、ピ

ボットテーブルや Power Query など Excel によるデー

タ分析のコツをつかむことができます。 

講 師 

(一社)リンクデータ 

代表理事 下山
しもやま

 紗代子
さ よ こ

 

実施日数・時間 計４時間３０分程度 

手法 動画研修 

会場 各所属ほか 

市町村研修コード 205 

ねらい 

地方自治体の課題解決のために必要なデータ利活用の意義や必要性を知るとともに、

保有しているデータを有効に活用し、行政サービスの向上や政策の立案に役立てるため

の知識を習得します。また、事例等を通じて課題解決に向けたデータの横断的な活用方

法や分析方法についての理解を深めます。 

対象者 

【県】次のいずれかに該当する職員 

 ・令和２年４月１日以前に採用された主事・技師・主任級の職員 

 ・令和４年４月１日以前に採用された主事・技師・主任級の職員で、 

  令和５年４月１日現在２５歳以上の職員 

【市町村】主任級以下の職員 

実施日 研修生に別途通知 

予定人員 県１００人・市町村５０人 

学    習    計    画 

カリキュラム 
動画時間数 

内    容 
時 分 

講義編 

 

 

 

 

 

 

実践編 

 

 

 

 

 

 

4 30 ・データを使う必要性とメリット 

・合意形成を進めるためのデータ活用 

・政策立案のためのデータ分析プロセス 

・データ可視化の使いどころ 

・行政データの公開がもたらす社会的インパクト 

・活用しやすいデータ作りのポイント 

 

・表に含まれる各パーツの呼び方の確認 

・表形式データの「タテ持ち」と「ヨコ持ち」の違い 

・ピボットテーブルとピボットグラフを使いこなす 

・e-Statを使った統計データの探し方 

・Power Queryを使った複数データの結合 

・覚えておくと便利なExcel小技 

 

 

 

 

 

 

特記事項 

・県職員：人事委員会事務局が実施する主査級昇任試験の受験要件となる選択研修です。 

県職員のみ受講後は研修効果確認レポートの提出が必要です。 

・J-LIS（地方公共団体情報システム機構）が R4.8.22～R5.2.28 に実施した e ラーニン

グ「データ利活用入門セミナー」と同内容です。 

 


